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上下水道施設の耐震化及び老朽化対策を加速させるために地方自治体

への財政措置の拡充を求める意見書（案） 

 

令和６年１月の能登地震で上下水道施設が甚大な被害を受けたことを受け、

政府は上下水道施設の耐震化状況の緊急点検を行い、その結果を令和６年１１

月に公表した。令和５年度末時点での全国の耐震化率は、避難所などの重要施

設に接続する管路等について、水道管路は約３９％、下水道管路は約５１％に

とどまっていること、また、給水区域内かつ下水道処理区域内における重要施

設のうち、接続する水道・下水道の管路等の両方が耐震化されている重要施設

の割合は、約１５％と低いことが明らかとなった。 

政府は、今年６月、国土強靱化実施中期計画を策定し、給水区域内かつ下水

道処理区域内における重要施設のうち、接続する水道、下水道の管路等の両方

が耐震化されている重要施設の割合を１００％にする目標年次を令和３６年と

した。あわせて、令和６年９月に全国の水道事業者及び下水道管理者に上下水

道耐震化計画を策定するよう指示した。 

本市企業局の令和６年度決算時の水道の基幹管路耐震適合率は６２.３％、下

水道の重要な幹線等の耐震化率は９２.９％となっている。今年７月に策定した

習志野市上下水道耐震化計画では、避難所等の重要施設に接続する上水道管路

等の目標を令和２５年度、下水道管路の目標を令和４０年度とした。目標達成

までに長期間を要する見込みとなっている。 

政府が、国土強靱化実施中期計画で、上下水道施設単体の耐震化率だけでは

なく、避難所などに接続する上下水道管路がともに耐震化されているかどうか

の点検を行ったことは重要だが、全国の目標達成に約３０年もの期間を要する

のでは災害対策として不十分である。 

本市企業局は、社会資本整備総合交付金を、管路施設の老朽化対策、地震対

策に係る計画・検討、点検・調査、設計、工事等の財源として充当しているが、

今後耐震化、老朽化対策を確実かつ速やかに進めるためには同交付金の拡充が

重要である。 

よって、本市議会は政府に対し、上下水道施設の耐震化及び老朽化対策を加

速させるために地方自治体への財政措置の拡充を強く求めるものである。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

令和  年  月  日 

習志野市議会議長 

相 原 和 幸 



提案理由 

本案は、内閣総理大臣、その他政府関係機関に対して、標記意見書を提出す

るものである。 


